
学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

ア．定員充足の見込み 

大連理工大学「大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部」（以下、「共同

学部」という。）から立命館大学情報理工学部への学生の受け入れおよび両大学間での

ダブル・ディグリープログラムの実施にともなう立命館大学情報理工学部における 3年

次編入学定員 40 人の定員充足の短期的な見込み、そして長期的な見込みについて、そ

れぞれ見通しを持っている点を以下のとおり説明する。 

まず、短期的な定員充足の見込みである。第一に、3 年次編入学 40 人が確保される

ためには、これを上回る「共同学部」への入学者確保が前提となるが、この点について

は、大連理工大学側で当初予定した人数規模の入学者が、2014（平成 26）年度時点で

既に確保されている。第二に、3 年次編入学 40 人を大きく上回る来日希望者が調査の

結果、確認されている（資料 1-(1)、1-(2)参照）。第三に、留学生の場合に考慮すべき

経費支弁について問題の無い層が母体層になっている。以上のことから、3年次編入学

定員 40 人の確保を確実ならしめる諸条件のもとで、本格的な受け入れが実施されるも

のと判断している。上記 3 点について、さらに詳述する。 

まず、第一に、中国側での入学者の確保についてである。2014（平成 26）年度 9月、

「共同学部」の 1 期生 100 人が予定通り、充足した。（なお、その後、100 人中 1 人が

欧米の大学への進学変更をしたため、最終的な入学者は 99人となっている。）しかも、

入学者は、中国のセンター試験の平均点を大幅に超える学力の高い層が大連市のある

遼寧省のみならず中国全土から確保される上々の結果となった（資料 3-(1）、3-(5)参

照）。具体的には、2014（平成 26）年度中国各地域共同学部合格ライン、2014（平成 26）

年遼寧省センター試験合格ラインと大連理工の最低合格ライン点差統計によれば、共

同学部の平均点は、70 点程度上回っていることが確認できる（資料 3-(3）参照）。なお、

現在、引き続き、2期生の募集に向けて入試広報活動を行っているが（資料 3-(4)参照）、

中国各地方のフェアや関係校訪問などでも受験生から関心が示されている旨の現場か

らの報告がある。 

第二に、共同学部の入学者の内、どれだけ立命館大学情報理工学部への留学を希望す

るかという点である。共同学部への入学者中、40 人に限って、情報理工学部への留学

が認められる。（残りの者は、大連理工大学に残り、現地で勉学を続けることになる。）

そのため 40 人を上回る留学希望者がいないと、40人の編入学定員枠の充足は困難とな

り、質の高い学生を情報理工学部で受け入れるためには、40 人を超えるのみならず、

厳しい競争下で選別が行われる必要がある。この点、共同学部の 1期生を対象に希望調

査をしたところ、初期調査については 65 人、第二次調査については 59 人が情報理工
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学部への留学希望を表明している（「イ．定員充足の根拠となる客観的なデータ」にて

詳述。資料 1-(1）、1-(2）参照）。さらに、上記の 2 回の調査以外にも、情報理工学部

への留学希望を示す指標がある。共同学部の入学者は、情報理工学部への本格的な留学

を決める前に、約 2週間程度、情報理工学部に短期留学する機会を与えられている。こ

れは、2 回の調査以外に、情報理工学部への留学希望を確認する非常に重要な要素であ

ると考えている。希望者のみが短期留学ができるが、約 90人が事前の短期留学を希望

している。90人が 3 期に分かれて来日予定であり、第 1 期、第 2 期の 67人は、6月末

から 7 月中旬にかけて来日する（資料 6-(1)参照）。情報理工学部における事前の短期

留学を通して、留学希望者数が、さらに増加することが見込まれる。 

第三に、立命館大学に留学する学生の経費支弁の点である。留学生を受け入れる場合

に、経費支弁がしばしば問題になる。大学側でも各種奨学金は取り揃えているが、学生

に基本的な経費支弁がないと、アルバイトなどをせねばならず、学習や研究に専念する

に際して支障がでてくることも少なくない。この点、共同学部への入学者層は、中国の

中でも経済的に余裕がある層となっている。そもそも、共同学部の学費は、中国での通

常学費の約 3 倍程度となっている。したがって、この学費が払える層が前提となってい

る。また、基本的に、情報理工学部への留学を目指すことが共同学部の仕組みであり、

日本への留学が可能となるような財力が備わっていることが必要となっている。この

点は、共同学部に入学前の説明会で丁寧に説明しており、大連理工大学ならびに立命館

大学から多少の奨学金補助は期待できるものの、基本的な経費支弁について必要な旨

説明しており、了解の上で入学してきている。 

なお、比較的富裕層が入学母体層になっているという点については、共同学部が正式

に発足する前、2012（平成 24）年より 30人規模で実験的に開始しているパイロット事

業への入学者層の状況において確認している。パイロット事業は、入学者 100 人で共同

学部を本格運営する際に、どのような課題が発生し、それについてはどのような準備が

必要なのか、事前の検討材料を両大学に与えるものとなっている。パイロット事業の 30

人の内、15 人が選抜され、既に情報理工学部へ留学してきている。彼らは、日本にて

アルバイトなどはしていないが、立命館大学情報理工学部の学費を問題なく支払って

おり、経済面においての相談などで対応をするような場面はない。個別のヒアリングに

よると、彼らの多くが中国において経済的に裕福な層に属し、上級公務員や会社経営を

する親をもった、教育レベルも高い子弟であることが確認されている。以上のことから、

共同学部が、経済力を持ち、尚且つ教育レベルも高い受験層マーケットの取り込みに成

功していると判断している。なお、入学者層の経費支弁については問題無いと判断して

いるものの、経済的なセーフティーネットとして、大連理工大学からは奨学金、立命館

大学からは入学金免除等、一定の経済的な補助を行っている。 

次に、長期的な定員充足の見込みについて 3点にまとめて説明する。 

まず、第一に、本事業が情報理工学部の 3 年次編入学定員 40 人の確保を両大学が協
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力して長きに渡り実施していくという長期計画のもとに実施されているという点があ

げられる。具体的には、大連理工大学と共同設置した理事会が定期的に開催されること

になっており、その時々のマーケット、募集状況、それに対応した教育カリキュラムや

学費水準等を分析・検討しながら長期計画を実施していくことが体制として担保され

ている。これは「共同運営協定書」に基づく 20 年間の共同運営であり（4 年毎に共同

評価を実施）、双方が協力し、共同学部の入学者確保ならびに情報理工学部における編

入学定員 40 人の確保を長期的に維持することになっている。共同運営の合意について

は、両大学の長い交流の歴史と信頼関係があり、また、単一学部のみならず、それぞれ

の大学が総力をあげて取り組んでいく事業として位置づけられていることが大きい。  

第二に、中国における高等教育情勢の拡大基調が続いており、本事業の入学者数を長

期にわたって支えるような、大学への進学者数の伸びがあるという点である。つまり、

中国の高い経済成長に基づき、全体として所得レベルが向上し大学への進学率の伸び

につながり、高等教育マーケットが急激な勢いで拡大している。これを受けて、共同学

部は地元の大連市や遼寧省だけでなく、中国全土に広く入学者確保することを可能な

らしめている（資料 3-(1)、3-(5)参照）。また、大連理工大学が、中国東北地方随一の

大学であると同時に中国国内で屈指の有力校であるということが、同大学でのブラン

ド力でのもとで、全国的に高い学生募集力を保持しつづけるであろうという点を裏付

けるものであると考えている（資料 2-(1)、2-(2)参照）。同大学は、中国の教育部直轄

の国立大学であり、中国政府が重点整備する 100 大学計画、つまり「211 工程」および、

世界一流の大学や国際的に知名度が高い研究型大学を重点整備する計画「985 工程」の

対象ともなっている。中国においては、国家政策上、当該大学が重視され、予算配分が

されることが長きに渡り繁栄していくために非常に大きな要素となる。この点におい

ても、大連理工大学は、国の計画において選抜されており、その地位とブランドを維持

しつづけるものであると判断している。以上のことから、中国の高等教育情勢、そして

大連理工大学のポジションによって、共同学部が長期に渡り募集力を維持していくと

考える第二の理由である。 

第三に、中国の IT産業事情を考えた場合、共同学部における人材育成が中国の次世

代 IT人材を要請するものとなっているということである。中国の IT 人材は、今、変革

を求められている。これまで、中国は、賃金格差の強みを活かして生産コストの削減を

行い、オフショアによる受注型のソフトウェア開発によって急激に成長してきた。そこ

で、必要とされる IT 人材は、受注したものを効率よく開発していくだけですんだわけ

である。しかし、今、中国の IT 産業事情は、受注型の生産で従来のような二桁成長を

維持することが難しくなっている。つまり、生産コスト一つとっても、徐々に、賃金が

向上し中国で生産下請けすることのメリットが世界市場から見れば薄れてきている。

また、インドなどの競争相手が多く世界市場に登場してきており、競争環境が益々厳し

くなってきている。それゆえ中国の IT産業自体が、受注型から、自ら新しいソフトウ
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ェアを開発する等、従来になり分野に乗り出していく必要がある。しかしながら、それ

には、自ら開発マインドを保持した高度な IT 技術者の養成していく必要があるのであ

る。この課題に対して、中国の大学では基本的には受注や下請けなどに対応した技術教

育が中心になっていると言われる。例えば、日本の大学では 4年次になると、卒業研究

を行い、学生にはまず課題設定をさせ、それに沿った実験や開発を行わせるのが通例で

あるが、中国においては、4年次、企業インターンシップし与えられた課題をもとに開

発をするという方式が一般的である。これでは、自ら開発マインドをもった IT人材が

中国の大学では養成できないということになる。共同学部では、4 年次に立命館大学で

卒業研究を行い、開発マインドを育てるような教育が実施される。つまり、立命館大学

と共同することによって、開発マインドをもった人材が養成できるわけである。したが

って、共同学部は、中国における次世代 IT人材の養成に一石を投じるものであり、中

国の IT 産業の成長における期待も大きい。以上のことから、共同学部が中国の IT 産

業事情に対応したものとして長きにわかり指示されるという見通しをもっている

（「（２）人材需要の動向等社会の要請」にて詳述）。 

以上 3 点において、長期的にも編入学定員の維持が十分可能な周辺状況が整ってお

り、また、将来性のあるものとして判断している。 

 

イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

  このたびの編入学定員設定に伴い、共同学部の第 1期生に対して、対面による初期調

査、ならびにメールによる調査をそれぞれ 1回ずつ実施した。40人定員に対して、1回

目は 65 人、2 回目は 59 人となっており、定員を大きく上回る希望者が確認されてい

る。したがって、定員充足については問題無いと考えている。 

 

１）対面による初期調査 

 実施日時：2015（平成 27）年 5月 10 日（日） 

 調査対象：大連理工大学・立命館大工国際情報ソフトウェア学部 2014（平成 26）年

度入学生（1 期生）  

 実施人数：99 人（有効回答数） 

 調査方法：大連理工大学・大学宿舎に 99人を集め、挙手にて確認。 

 調査結果：65 人が立命館大学情報理工学部への留学を希望。 

 

 ２）メールによる調査（資料 1-(1)、資料 1-(2)参照） 

  実施日時：2015（平成 27）年 6 月 8 日（月） 

調査対象：大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部 2014（平成 26）年

度入学生（1 期生） 

実施人数：98人（有効回答数） 
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調査方法：大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部事務室よりメールに

て調査 

調査結果：59 人が立命館大学情報理工学部への留学を希望（内訳：「留学したい」23

人、「決まっていないが、留学を希望する可能性大」36人）。 

9 人が 4 年間大連理工大学に残る。30人の希望は決まっていないが、4 年間

大連理工大学で学ぶ可能性が大きい。 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

学生確保に向けた取り組みとしては、共同学部への入学者数確保に向けた取り組みと、

共同学部から立命館大学情報理工学部への留学希望者を確保する取り組みの２つの側面

がある。 

まず、共同学部への入学者確保に向けて取組である。基本戦略としては、中国での大連

理工大学の知名度とブランド力をいかした広範な入試広報に取り組んでいる。 

前述の通り、大連理工大学の中国での知名度とブランドは極めて高いものがある。大連

理工大学のランクは全体で 24位、中国理系大学で 6位（資料 2-(1)、2-(2)参照）となっ

ている。中国の大学は中国教育省の統計によると 1,170 校程度（資料 2-(3)参照）にのぼ

るが、その中で大連理工大学はトップクラスにあり、選ばれる大学としてその地位を確立

している。したがって、これまでは、同大学における学部ホームページ、全国大学入試ガ

イドブックといった通例の入試広報を中心としたものであるが、共同学部の 100 人の入

学定員を高いレベルで満たすことができている。さらに、入試広報を強化しており、直近

の活動としては、大連理工大学が中国の各地方で実施される進学相談会に参加して積極

的に広報を行い、立命館大学自身も中国で実施される日本主催の留学フェアなどに教職

員を派遣するなどして、大連理工大学、立命館大学が共同して入試広報を強化している。 

次に、共同学部から情報理工学部への留学に関わる具体的な取り組みである。これにつ

いては、共同学部への入学後のことであり、ターゲットを絞って学生へリーチしやすく、

丁寧且つ複数回に渡り、情報理工学部への留学を促進するような取組をしている。具体的

には、まず、共同学部への入学直後に行われる新入オリエンテーションガイダンスがある。

入学式には、立命館大学関係者も多く出席し、引き続き新入オリエンテーションにも出席

する。その際、情報理工学部への留学を目指すように、共同学部の目的を含めて説明して

いる。さらに、共同学部への入学者は、大連にて勉学をしている時期には、情報理工学部

からの派遣教員による授業を受けることになるが、派遣教員から情報理工学部への留学

の意義について説明がある。また、正式な留学ガイダンスなども、複数の時期にわけて行

われる。そして、前述のように、本格留学前に、短期で 2 週間程度、立命館大学に留学す

ることになっており、そこでも情報理工学部に留学する意義の説明がある。以上のような

様々な取り組みによって、学生は立命館大学への留学希望を固めていくことになる。 
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（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

共同学部の目指す人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、「アジアに立

脚した IT国際教育スタンダードの確立」である。具体的には、「IT分野におけるグローバ

ル人材育成のための教育モデルの開発」、「中国東北部ひいては東アジア地域の教育研究拠

点の形成」、「日系企業ならびに中国企業と立命館大学・大連理工大学 4 者による国際産学

連携」の 3 点としている（ウェブマガジン留学交流 2015 年 5 月号、Vol.50「大連理工大

学・国際情報ソフトウェア学部の開設－グローバル IT 人材の育成に向けて」、

http://www.jasso.go.jp/about/documents/201505okuboeiji.pdf）。 

1 つ目は、「IT 分野におけるグローバル人材育成のための教育モデルの開発」である（資

料 4-(1)、4-(2)参照）。産学連携を含めた学習カリキュラム・インターンシップの整備を

通して、国際的な基準となるような教育モデルの開発を目指すものである。これから必要

とされる人材は、限られた分野で、且つ、ひとつの国で開発を行うような人材ではなくな

ってきている。まず、今日、企業においては、大規模な情報システムの運用は必要不可欠

なものとなっており、分野相互の連携が不可欠となってきているさらに、製造業において

は、自動車や家電において制御用ソフトウェア開発などの IT 分野の強化がより重要にな

ってきており、ソフトウェア開発はますます広がりを持ったものになってきている。こう

したソフトウェア開発は、今では特定分野や日本国内で完結するのではなく、他分野と連

携しながら、国内と越えて海外とで行われ、内容をすり合わせて完成させることが頻繁に

行われるようになっている。このような環境の変化によって、限られた分野で IT エンジ

ニアが活躍するという時代は終わり、海外と連携してディスカッションしながらシステム

を創造できる人材が求められ始めている。 

2 つ目は、「中国東北部ひいては東アジア地域の教育研究拠点の形成」である。大連、

中国東北部をはじめとする東アジア地域の研究拠点として、周辺の研究・教育機関との連

携を進めていく。ここからアジア全体へ、世界への展開を目指す。グローバル化が急速に

進み、様々な企業がアジアへと進出している現在、アジアは製造拠点としてだけでなく、

情報系のソフトウェア開発拠点としても発展をとげており、世界でも重要な位置を占める

ようになってきており、アジアが情報系のソフトウェア開発拠点としてさらに発展するよ

うな人材の養成が必要となってきている。 

3 つ目は、「日系企業ならびに中国企業と立命館大学・大連理工大学 4 者による国際産

学連携」である。大連に進出している日系企業や現地中国企業と協働し、インターンシッ

プなど双方にメリットが生まれる産学連携モデルを確立していく。例えば、海外との連携

に関していえば、立命館大学が連携する大連理工大学が位置する中国遼寧省大連市には、

約 4,000 社の日本企業が進出しており、こうした海外拠点との連携を保つためにグローバ

ル人材の養成が必須である。 
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 上記のような将来の人材育成を視野に入れた場合、今までの一国内を中心とした教育

展開の考え方から一歩進めて、海外で先進的な日本の高等教育システムを展開し、国内外

の優秀な人材を育成する必要がある。そして、このことは、グローバルに展開している日

本企業に優秀な人材を供給するのみならず、出身国と提携国の互いの歴史・文化を理解し、

グローバルに活躍する人材の育成にもつながると考えている。 

立命館大学ではこのような変化に対応したグローバル人材の育成に向け、これまでも 

ベトナム・ハノイ工科大学、中国・瀋陽の東北大学などの海外教育機関と連携を行い、IT

分野の教育に注力してきた。次世代を担う若者が、国内外を問わず自らのモチベーション

を基に学びの環境を構築できるシステムを東アジア地域の大学・企業との産学協同で推

進してきた。その積み重ねた経験と実績の成果が、立命館大学と大連理工大学との新学部

の共同設立に至ったのであり、経験とノウハウと蓄積の上にたって、本事業が目指す理念

が実現されていくものと考えている。 

 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根

拠 

共同学部が目指す次世代のグローバルな IT人材が、世界、中国（とりわけ大連市）、そ

して日本において不足し、また、共同学部に関する人材需要がどのようなものかについて、

述べていきたい。IT 人材はグローバルに活躍する時代となっている。したがって、共同

学部で養成される人材についても、本来的には、中国、日本のみに閉じられた人材ではな

い。ただし、卒業生は、中国語と日本語を駆使できる IT 人材として、中国（大連市を中

心に）、日本を主要なフィールドとして活躍していく可能性がある。したがって、以下に、

世界、中国（特に大連市）、そして日本に関わる人材需要について述べていきたい。 

まず、世界的な動向である。世界的な IT産業が確実に市場規模を拡大し、高度な IT技

術者の育成が引き続き必要になっている。ちなみに総務省・情報通信白書（平成 26年度）

第 2 章「ICT による成長と国際競争力強化」の中で、ガートナー社の統計を参考に示した

ものとして、2012（平成 24）年度 3.6 兆ドルであったものが、2017（平成 29）年度には

4.3 兆ドルと今後年平均 3.4％の率で成長することが予想されている（http://www.soumu. 

go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/pdf/n2200000.pdf）。なお、予想された通り、

2015（平成 27）年現在、世界的な規模で IT 産業成長傾向が継続している。これに対して、

一般社団法人情報サービス産業協会が世界情報サービス産業機構（WITSA）の「Digital 

Planet」によるものとして取り上げている内容によると、高度な IT 技術者の数不足は、

日本のみならず各国が世界的規模で抱える課題となっているということであり、各国が

成長を続けるために必要な質・両面での IT人材を養成している状況にはなく、人材需要

が依然として高い様子が伺える（http://itjobgate.jisa.or.jp/world/index.html）。 

次に、中国の人材需要である。特に、中国を始め急成長するアジアの IT立国では、IT

産業については、世界の経済情勢のよって多少の浮き沈みはあるものの、二桁成長を続け
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ている国が多い。中国は、海外からのソフトウェア開発業務を請け負う「オフショア開発」

をこの間積極的に推進してきており、国内のみならず海外を市場がフィールドとして広

がっており、生産需要に人材供給が追いついていないという一般的状況がある。例えば、

JEITA「中国電子情報産業の動向について」レポートにおいては、世界経済や中国経済の

全体的な影響はありながらも、産業規模が年々拡大していると述べている（資料 5-(1)、

5-(2)、5-(3)参照）。また、中国が主に担ってきたオフショア開発についても、その内容

が多様になってきており、そのこと自身も人材需要の拡大となっている。具体的にはオフ

ショア業務は、開発業務を中心とした単一業務であったが、開発から技術サポート、コン

サルティング、業務情報管理など幅広い分野に広がりつつある。さらに、最近では、中国

でも家電製品の自国生産が進み、組み込み製品は様々な家電製品、さらには、その他の設

備製品にも拡大しつづけている。つまり、中国における IT産業の応用分野での需要も急

速に拡大しており、これも中国での IT人材需要にさらに拍車を掛けている。 

最近、中国の高官が 2013（平成 25）年に既に IT 人材が 300 万人程度国内で必要である

と述べている。しかし、IPA「グローバル化を支える IT 人材確保・育成施策に関する調査」

概要報告に 2009（平成 21）年度の中国の IT 人材サービス企業の就労者数が記載されて

いるが、300 万人の約半分である 160 万人しか就労者が確保されていないことが示されて

いる通り、数字上の人材不足が顕著である（資料 5-(5)参照）。 

次に、本事業が関係する大連市における地域事情について言及しておきたい。 

特に、大連理工大学の位置する大連市は、中国でも有数の IT 産業の集積地として名高 

い。もともとは、1980 年代に中国で最初の経済技術開発区の指定を受け、当時、日本の

製造業が進出するなどして非常に成長した地域である。しかし、中国のその他の国内市場

が成長するにつれ、徐々に地位が低下し、そこで大連市政府が産業政策の力点をソフトウ

ェアおよび情報産業におくようになった経緯がある。特に、当初は、日本向けのオフショ

ア開発が中心に行われ、今では、日本以外の外国企業も多く進出している。大連市には IT

産業に関する巨大なハイテクパーク（中国正式名称：大連高新技術産業園区、通称、ハイ

テクパークと呼称されている。）が設置され、現在では、漫画、アニメをはじめとする複

数の公共技術プラットフォーム、および国家技術移転センターを始めとする大学科学技

術パークなどが設立されている。さらに、インキュベータが設置され、多数の IT 企業が

ハイテクパークに入っている。中国では日本企業のみならず多くの外資系企業が進出し

ており（資料 5-(5)参照）、大連市のハイテクパークにおいても様々な日本企業、欧米の

外資系企業が進出している。ただし、中国では、大連市以外にも IT産業に注力する地域

が徐々に増えており、大連市の牙城ではなくなっている（資料 5-(4)参照）。このように

益々、中国国内での IT 産業をめぐる競争が激しくなっており、産業基盤として IT 産業

を重視する大連市については、とりわけ IT人材需要は高いものとなっており、共同学部

への人材輩出への期待は高い。 

最後に、日本企業の IT人材需要の観点から、本事業の行う人材養成が持つ意味を述べ
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てみたい。本事業が養成する人材はグローバルな IT 人材である。しかも、卒業生は、中

国と日本語（加えて英語）を駆使できる人材である。IPA の「2014IT 人材白書」のⅣ章に、

日本企業へのアンケートに基づく「グローバル IT 人材の動向」がある。これによると、

多くの企業が東アジアを中心にサービスを提供しており、また、これに伴う海外拠点も設

置も進んでいる（資料 5-(7)参照）。ところが、これに対応した質・量面でグローバル IT

人材育成を確保できていると回答する企業は極めて少ない（資料 5-(6)、5-(7)参照）。日

本企業にとって、大連市は伝統的に日本に友好な地域であり、日本語教育も盛んであり、

今でも企業進出に適した地域として戦略的拠点として、多くの日本企業が進出している。

したがって、大連市にある大連理工大学の出身者を採用したいという日本企業も少なく

ない。この点においても、共同学部で養成するような人材への需要は高いものと判断して

いる。 

 以上のように、世界、中国、日本での人材需要の動向に沿って、本事業が推進されるも

のと判断している。 

 

9



2014 级 2+2，4+0 选择 问卷调查 

（2014 年度 2+2 4+0 履修モデル選択アンケート） 

 

 

姓    名（氏名）： 

学    号（学籍番号）： 

填写日期（記入日）：2015.6.8 

 

请在提问的编号上圈点（設問の番号を囲んでください。メール添付で提出のため、選択設

問に色を塗った学生は殆ど） 

 

1． 选择 4+0（4+0 を選ぶ。つまり、4年間大連で学ぶ） 

 

 

2． 选择 2+2（2+2 を選ぶ。つまり DUDP を選ぶ） 

 

 

3． 还未确定，但选择 4+0 可能性大（未定、但し、4+0 を選ぶ可能性大） 

 

 

4． 还未确定，但选择 2+2 可能性大（未定、但し、2+2 を選ぶ可能性大） 

 

 

 

 

※括弧内は日本語訳 

 

 

＜資料1-(1)　大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部
　　　　　　 2014（平成26）年度入学生（1期生）対象メールによる調査　調査用紙＞
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通过对中日国际软件学院 14 级本科生出国意向的调查，现结果

如下：（来日意向調査結果は以下の通り。） 

选择 4+0：9 人（4年間大連で） 

选择 2+2：23 人（DUDP を選ぶ） 

还未确定，但选择 4+0 可能性大：30 人（決まっていないが、4

年間大連で学ぶ可能性大） 

还未确定，但选择 2+2 可能性大：36 人（決まっていないが、

DUDP を選ぶ可能性大） 

 

 

根据图表可知，大多数同学还没有明确未来的方向，且倾向两种

方式的人数差别不大；而已明确未来方向的同学中，选择 2+2

＜資料1-(2)　大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部
　　　　　　 2014（平成26）年度入学生（1期生）対象メールによる調査　調査結果＞
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的占绝大多数。（今回の調査の結果、多くの学生が将来、日本

に行くことを望んでいることが確認できた。） 

 

＊括弧内は日本語翻訳。 
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＜資料2-(1)　2013年Netbig中国総合大学ランキング＞
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14



＜資料2-(2)　2013年Netbig中国理工系大学ランキング＞

15



＜資料2-(3)　2013年度中国教育統計（教育部発表）＞

16



17



Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 13-14ページ 

資料2-(1) 2013年Netbig中国総合大学ランキング 

２．引用元 

http://rank2013.netbig.com/rnk_1_0_0/ 

３．説明 

大連理工大学を含む範囲のみ抜粋した。 

 

Ⅱ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 15ページ 

資料2-(2) 2013年Netbig中国理工系大学ランキング 

２．引用元 

http://rank2013.netbig.com/rnk_2_2_0/ 

３．説明 

大連理工大学を含む範囲のみ抜粋した。 

 

Ⅲ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 16-17ページ 

資料2-(3) 2013年度中国教育統計（教育部発表） 

２．引用元 

中国政府教育部WEBサイト（http://www.moe.edu.cn/）で公開している統計情報 

http://old.moe.gov.cn/publicfiles/business/htmlfiles/moe/s8493/201412/181591.html 
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Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 37-45ページ 

資料5-(1) 2012年中国電子情報産業の動向について 

２．引用元 

http://www.jeita.or.jp/japanese/china/pdf/20130530.pdf 

３．説明 

  本文のみを抜粋した。 
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Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 46-56ページ 

資料5-(2) 2013年の中国電子情報産業の動向について 

２．引用元 

http://www.jeita.or.jp/japanese/china/pdf/20140605_2013.pdf 

３．説明 

  本文のみを抜粋した。 
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Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 57-63ページ 

資料5-(3) 中国電子情報産業の動向（2014年上半期） 

２．引用元 

http://www.jeita.or.jp/japanese/topics/2014/1215/2014_china.pdf 

３．説明 

  本文のみを抜粋した。 
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Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 64-67ページ 

資料5-(4) 大連市ソフトウェア・情報サービス業白書（2009年度版） 

２．引用元 

「大連市ソフトウェア・情報サービス業白書（2009年度版）」 

（日本貿易振興機構（ジェトロ）大連事務所） 

３．説明 

  表紙、目次、66ページ、裏表紙のみを抜粋した。 

 

Ⅱ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 68-70ページ 

資料5-(5) 「グローバル化を支えるIT人材確保・育成施策に関する調査」概要報告書 

２．引用元 

http://www.ipa.go.jp/files/000010608.pdf 

３．説明 

  報告書の表紙および19-20ページのみ抜粋した。 

 

Ⅲ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 71-74ページ 

資料5-(6) 「『IT人材白書2014』の注目点 ２．企業のグローバル展開動向と求められる人材像」 

２．引用元 

独立行政法人情報処理推進機構（https://www.ipa.go.jp/）より引用 

３．説明 

  2014年4月、独立行政法人情報処理推進機構IT人材育成本部「『IT人材白書2014』 の注目点 ２． 企

業のグローバル展開動向と 求められる人材像 ～世界で戦えるIT人材に求められるもの～」の表紙、

2、3、4ページのみ抜粋した。 
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2015 年 4 月 09 日 情報理工学部執行部会議 
2015 年 6 月 02 日 情報理工学部学科長会議 

 
2015 年度大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部短期研修学生の研究室見学・学科説明対

応について（ご依頼） 

 
中国・大連理工大学と共同運営している大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部から下記

の通り、短期受け入れることとしたい。滞在中、研究室見学・学科説明を各学科にお願いしたい。各学

科のほうで検討していただき、6 月 8 日（月）までに、情報理工学部事務室・呉、go@st.ritsumei.ac.jp
へご連絡をお願いします。 
 
１．受入期間（予定） 

（1）2015 年 6 月 29 日（月）～2015 年 7 月 11 日（土）（13 日間） 
（2）2015 年 7 月 13 日（月）～2015 年 7 月 25 日（土）（13 日間） 

 
２．受入人数 

（1）学生 34 名(2014 年入学 1 回生)、引率者 3 名 
（2）学生 33 名(2014 年入学 1 回生)、引率者 3 名 

 
３．対応内容（研究室見学、各学科同じ日に 2 回、1 回 40 分、毎回見学者 17 名） 
日時 時間 学科 

14：40-15：20 
 

情報システム学科 
メディア情報学科 

15：30-16：10 
 

メディア情報学科 
情報システム学科 

16：20-17：00 
 

情報コミュニケーション学科 
知能情報学科 

2015 年 6 月 30 日(火) 

17：10-17：50 
 

知能情報学科 
情報コミュニケーション学科 

14：40-15：20 情報システム学科 
メディア情報学科 

15：30-16：10 
 

メディア情報学科 
情報システム学科 

16：20-17：00 
 

情報コミュニケーション学科 
知能情報学科 

2015 年 7 月 14 日(火) 

17：10-17：50 
 

知能情報学科 
情報コミュニケーション学科 

 
4．対応言語 
 基本は日本語としながら、必要に応じて、一部英語も使用すること。 

以上 

＜資料6-(1)＞
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Ⅰ． １．書類等の題名 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」 75-83ページ 

資料5-(7) 「IT人材白書2014」IT人材動向調査結果（IT企業向け）「Ⅳ.グローバルIT人材の動向」 

２．引用元 

https://www.ipa.go.jp/files/000038375.pdf 

３．説明 

  調査結果の表紙および6、28、29、31、48、79、80、83ページのみ抜粋した。 
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